様式第２号（第６条関係）
事業計画書及び収支予算書

１．事業概要
	住      所
(法人の場合は所在地）
	

	氏　　　名
（法人の場合は、名称及び代表者職・氏名）
	

	

事業の内容
※空き店舗等を活用して行う予定の事業内容（サービス内容や想定する客層等）



	

	必要とする許認可等
	

	許認可等取得時期
	　　　　年　　月　　日取得済み・　　　　年　　月　　日取得見込み

	村内に既に店舗等
を有する場合
	所在地
	豊丘村大字

	
	店舗等名称
	



２．空き店舗等について
	[bookmark: _Hlk168929726]空き店舗等
所有者
	住所
	

	
	氏名
	

	空き店舗等に
なっている期間
	　　　　　　年　　　月　　　日から　　　（　　　年　　　か月）

	以前の用途
	店舗　 ・　 住宅　 ・　 事務所　 ・　 その他（　　　　　　　　　）

	空き店舗等の
建物取得額
(土地取得額は除く)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
※住居部分を有する場合はあん分により算出。

	空き店舗等の
賃借料

	　　　月額　　　　　　　　　　円（対象期間　　　　か月）
※月額10万円を限度とし、対象期間は6か月以内とする。



３．補助対象経費に係る収支予算書
収入の部
	項　　目
	予算額（円）
	備　　考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	村補助金
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	



支出の部
	項　　目
	予算額（円）
	備　　考

	補助対象経費
	改修費
	
	

	
	購入費又は賃借料
	
	

	
	小　計(a)
	
	

	その他
	
	
	

	
	小　計(b)
	
	

	合　計（a＋b）
	
	



４．条件確認　※確認してレ点をつけてください
□　対象の空き店舗等は３か月以上使用されていません。
□　市区町村税に滞納がありません。また、滞納がないことの確認のため、担当者が豊丘村税に係る納税状況を閲覧することに同意します。
□　本補助金に申請した経費は、他の制度による補助金等の対象経費に含まれていません
□　暴力団、暴力団員又はそれらと密接な関係を有するものではありません。
□　空き店舗等を売却又は賃貸した者若しくはその者の２親等以内の親族ではありません。
　　（法人の場合）これらのものを役員としていません。
· （現に村内で事業を行っている場合）空き店舗等活用後も、村内に有する店舗において事業を     
継続します。
□　宗教活動や政治活動を主たる目的とする個人又は団体ではありません。
□　補助事業完了後６か月以内に店舗等を開店・開所します。
[bookmark: _GoBack]□　本補助金を利用した空き店舗等を２年以上活用します。
